　紳士既製服製造業
　紳士服の需要は、消費低迷が続いていることに加え、団塊世代が大量に退職したことや、必ずしもスーツ着用を必要とせず、カジュアルウエアで構わない職場が増加していることなどの要因で縮小を続けている。

　最近の受注状況をみると、平成23年3月の大震災の影響で関東のバイヤーからの受注が大幅に落ち込んだ後、一進一退で推移した。6月以降は、スーパークールビズが提唱され、前年より脱スーツ化が進んだものの、スラックスが増加し、9月以降もスラックスの好調が続いている。ただ、スラックスはスーツより単価が低いため、金額的には厳しい状況であった。

　このため、各企業とも積極的に収益改善に取り組んでいる。今後の見通しは、ウオームビズ関連需要がどれだけ伸びるかにかかっている。
　業界の概要

　紳士既製服は､日本標準産業分類では｢織物製成人男子・少年服製造業｣にあたり､織物製成人男子・少年用外衣とされる｡業界では､素材を問わず､織物製背広上下､替上衣､替ズボン､オーバーコート､レイン･ダスターコート、礼服、ジャンパーの７品目を紳士服としている｡当業界は、メーカーが小売段階へ直接販売する製造卸的な業態である。

　紳士既製服は、毛織物の配給統制が昭和25年に廃止されて以降、生産が本格化した。こうしたメーカーは、製品の企画、原反の購入、販売を自社で行うが、縫製などの製造工程は外注することが多い。そのため、賃加工を行う縫製業者が存在するが、高齢化の進展による廃業や中国への製造機能の移転により、国内生産は縮小しつつある。

　メーカー形態としては､企画から縫製まで手掛ける紳士服アパレルと下請け縫製に分かれる。かつては紳士服アパレルも多くが工場をもたず､大阪市の城東区や東成区などに立地する下請先に外注していた｡これら下請先は､縫製業者が多いが､スーツの製造は100以上の工程があるため、プレス加工､穴かがりなどの専門業者も存在し､分業体制が確立していた｡その後、昭和30年代後半になると､既製服の需要増大に伴って、自社工場を設立する動きが活発になり､枚方市の紳士既製服団地や西日本各地に自社工場をもつメーカーが増えた｡

　高度経済成長に支えられ、市場は拡大し、50年代後半以降消費者ニーズが多様化し、ＤＣブランドブームなどが起き、平成４年にはピークを迎えた。しかし、バブル崩壊後は伸び悩み、消費者の買い控えや、低価格戦略をとる郊外型専門店の拡大による販売単価の低下などのため、販売額は減少が続いている。このため、人件費の高い大阪の工場を閉鎖し、府外の工場に生産の主力を移す動きが出て、現在では大阪で縫製工場を持つ企業はごくわずかになっている。

　紳士既製服の出荷先は､百貨店､専門店､スーパー､郊外型専門量販店などとなっている｡郊外型専門量販店向けは買取方式が多いが、販売価格は抑えられる傾向にある。一方、百貨店や専門店向けは高価格帯ではあるものの、返品条件付きの委託販売のような形態が多い。このため、返品された商品を処分するリスクがあるものの、欠品を恐れて生産量を減らしにくく、慢性的に供給過剰傾向にある。

　最近は、郊外店の台頭により百貨店や専門店でも買取方式のプライベートブランド製品の導入が進展し、企画・生産から店頭販売まで行うＳＰＡ（製造小売業）業態への取組もみられる。

　大阪の地位

　メーカーは､東京､大阪､愛知､岐阜に集中しており、大阪府では、大阪市中央区谷町周辺に集積している｡大阪府の平成21年の成人男子・少年服（紳士既製服）をみると、事業所数58、従業者数798人、製造品出荷額等171億5,300万円で全国に占める割合はそれぞれ、9.9％、4.1％、13.1％となっている(大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』従業者４人以上)。

　販売減少が続く

　紳士服の需要は縮小を続けており、販売状況も総じて減少が続いている。業界関係者によると、メンズスーツの市場規模は23年は2,100億円程度とされ、約5,300億円であった9年に比べ半分以下になった。

　これは、消費低迷が続いていることに加え、団塊世代が大量に退職したことや、必ずしもスーツ着用を必要とせず、カジュアルウエアで構わない職場が増加していること、従来の高品質で価格もそれなりであった紳士服の嗜好が、機能性、利便性、低価格へと変化した結果、販売価格の下落が続いていることが要因となっている。

　消費者の嗜好の変化を受けて、従来は高価格品を取り扱っていた百貨店においても、最近ではバーゲンセールなどで低価格の紳士服を頻繁に販売するようになっている。

　低価格紳士服の多くは中国などアジア地区から大量に輸入されており、国内製品ではコスト面で太刀打ちができない。大阪の企業は高価格品が中心で、市場をすみわけてきたが、近年、輸入品の品質も向上しているため、厳しい状況に立たされている。

  最近の受注状況をみると、リーマンショック以降大幅な減少が続いた後、22年年初から持ち直しの動きが出たものの、6月以降、例年より気温の高い日が9月頃まで続いたことや、スーツを着用しないクールビズの影響もあって、再び低迷した。10月以降は徐々に回復に転じ、23年2月までは回復傾向が続いていた。しかし、3月の大震災の影響で関東のバイヤーからの受注が大幅に落ち込んだ後、一進一退で推移した。6月以降は、スーパークールビズが提唱され、前年より脱スーツ化が進んだものの、替えズボン用などとして、スラックスが対前年同月比で10％強の増加となっており、9月以降もスラックスの好調が続いている。ただ、あるメーカーによれば、スラックス3本でスーツ1着分の価格となるため、金額的には、厳しい状況であった。

　収益は厳しい

　主な材料であるウール価格は22年6月には最高値を付け、21年年初と比較すると3倍近くにまで跳ね上がった。9月現在は6月の高値からは15％程低下しているが、依然高値で推移しており、ウール生地を使うメーカーには大幅なコスト圧迫要因となっている。その他の素材も高値で推移している。一方、製品価格は低価格品に引きずられて、低下傾向にある。このため、各メーカーの収益は赤字基調で推移しているとみられる。

　収益改善への取組

　消費者の低価格志向が強まっているため、紳士服単価が低下傾向にあり、収益は厳しい状況にある。このため、各企業とも収益改善に向けて様々な取組を行っている。

　ある企業では、ファッション感覚の鋭い一家言を持った層に向けて高グレード品の供給増を目指している。

　高度な縫製技術を持った職人が、高級素材を使って、
国内工場で仕上がりや着心地などを重視したスーツを縫製し、低価格品と差別化を図っている。高価格にもかかわらず一定の需要があるという。口コミで、徐々に需要が増加することも期待している。

　また、海外提携工場で、百貨店の催事向け低価格品を増産することで、売上げの維持を図るケースもみられる。ここ数年の技術指導で品質が向上しており、紳士服チェーン店の低価格品に対抗できるとしている。

また、最近、女性の社会進出の進展や女性管理職の増加によって、女性向けスーツが増加していることから、今後の有望市場とみて、積極的に受注に取組んでいる企業もみられる。現在は、縫製面で異なることから、協力工場に外注しているものの、今後、遊休設備を使って自社で縫製をするための研究をしている。

　さらに、不振のブランドを整理する一方で、新規ブランドを導入するなど、ブランドを見直して売上げ維持に努める企業もみられるなど、各企業とも積極的に収益改善に取組んでいる。

　設備投資・雇用は低調

　設備投資は、ＣＡＤ／ＣＡＭの更新を行ったり、海外工場で新鋭の縫製機を導入する例がみられる程度である。

　雇用については総じて低調であるが、縫製技術を維持するために若干名の高卒を採用する企業がみられる。

　今後の見通し

　各メーカーとも展示会を開催し、24年納品分を受注しているが、夏物は前年対比で2けた以上の減少と苦戦している。バイヤーはスーパークールビズの一層の浸透によるスーツ需要の落込みを警戒しているといわれる。冬物は、前年並となっている。

　今後の見通しは、ウオームビズ関連需要がどれだけ伸びるかにかかっている。

　なお、最近、大手紳士服専門店が他県の紳士服製造
業者を買収すると発表し、一部で関心を集めている。
ただ、これが業界再編の契機となるかは不明とする見
方が多い。　　　　　　　　　　　（柴田　昌宏）
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背広服上衣 背広服ズボン

数量（点）金額（百万円）事業所数 数量（点）金額（百万円）事業所数

平成15年 441,195 7,735 29 353,283 1,835 19

(11.6) (18.1) (18.5) (5.5) (11.0) (17.3)

16年 402,166 6,599 23 322,662 1,643 12

(11.7) (17.2) (16.0) (6.0) (11.1) (12.9)

17年 453,078 6,811 25 247,543 1,366 13

(14.5) (19.3) (18.2) (5.1) (11.1) (13.7)

18年 337,459 5,679 19 366,282 1,760 13

(11.6) (17.0) (15.8) (7.4) (14.1) (16.0)

19年 779,566 9,248 24 528,175 1,920 13

(24.3) (25.2) (19.4) (20.3) (20.3) (16.3)

20年 450,092 5,447 20 586,486 2,490 11

(15.9) (18.7) (17.4) (18.7) (19.4) (13.3)

21年 466,729 6,014 21 602,879 2,502 10

(19.0) (21.9) (19.8) (22.7) (23.6) (13.5)

資料：経済産業省『工業統計表（品目編）』

（注）従業者4人以上の事業所。下段（　）内は対全国比（％）。
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